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障害種ごとの「配慮事項」について
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視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 病弱・身体虚弱

（１）的確な概念形成と言葉の活用 (1)
学習の基盤となる言語概念の形成と思考力の
育成

（１）「思考力、判断力、表現力等」の育成 （１） 指導内容の精選等

児童が聴覚，触覚及び保有する視覚などを十分に活
用して，具体的な事物・事象や動作と言葉とを結び
付けて，的確な概念の形成を図り，言葉を正しく理
解し活用できるようにすること。

体験的な活動を通して，学習の基盤となる語句など
について的確な言語概念の形成を図り，児童の発達
に応じた思考力の育成に努めること。

体験的な活動を通して言語概念等の形成を的確に図
り，児童の障害の状態や発達の段階に応じた思考力，
判断力，表現力等の育成に努めること。

個々の児童の学習状況や病気の状態，授業時数の制
約等に応じて，指導内容を適切に精選し，基礎的・
基本的な事項に重点を置くとともに，指導内容の連
続性に配慮した工夫を行ったり，各教科等相互の関
連を図ったりして，効果的な学習活動が展開できる
ようにすること。

（２）点字等の読み書きの指導 （２）読書に親しみ書いて表現する態度の育成 （２）指導内容の設定等 （２） 自立活動の時間における指導との関連

児童の視覚障害の状態等に応じて，点字又は普通の
文字の読み書きを系統的に指導し，習熟させること。
なお，点字を常用して学習する児童に対しても，漢
字・漢語の理解を促すため，児童の発達の段階等に
応じて適切な指導が行われるようにすること。

児童の言語発達の程度に応じて，主体的に読書に親
しんだり，書いて表現したりする態度を養うよう工
夫すること。

児童の身体の動きの状態や認知の特性，各教科の内
容の習得状況等を考慮して，指導内容を適切に設定
し，重点を置く事項に時間を多く配当するなど計画
的に指導すること。

健康状態の維持や管理，改善に関する内容の指導に
当たっては，自己理解を深めながら学びに向かう力
を高めるために，自立活動における指導との密接な
関連を保ち，学習効果を一層高めるようにすること。

（３）指導内容の精選等 （３）言葉等による意思の相互伝達 （３）姿勢や認知の特性に応じた指導の工夫 （３） 体験的な活動における指導方法の工夫

児童の視覚障害の状態等に応じて，指導内容を適切
に精選し，基礎的・基本的な事項から着実に習得で
きるよう指導すること。

児童の聴覚障害の状態等に応じて，音声，文字，手
話，指文字等を適切に活用して，発表や児童同士の
話し合いなどの学習活動を積極的に取り入れ，的確
な意思の相互伝達が行われるよう指導方法を工夫す
ること。

児童の学習時の姿勢や認知の特性等に応じて，指導
方法を工夫すること。

体験的な活動を伴う内容の指導に当たっては，児童
の病気の状態や学習環境に応じて，間接体験や疑似
体験，仮想体験等を取り入れるなど，指導方法を工
夫し，効果的な学習活動が展開できるようにするこ
と。

（４）コンピュータ等の情報機器や教材等の活用 （４）保有する聴覚の活用 （４）補助具や補助的手段、コンピュータ等の活用（４）
補助用具や補助的手段、コンピュータ等の活
用

視覚補助具やコンピュータ等の情報機器，触覚教材，
拡大教材及び音声教材等各種教材の効果的な活用を
通して，児童が容易に情報を収集・整理し，主体的
な学習ができるようにするなど，児童の視覚障害の
状態等を考慮した指導方法を工夫すること。

児童の聴覚障害の状態等に応じて，補聴器や人工内
耳等の利用により，児童の保有する聴覚を最大限に
活用し，効果的な学習活動が展開できるようにする
こと。

児童の身体の動きや意思の表出の状態等に応じて，
適切な補助具や補助的手段を工夫するとともに，コ
ンピュータ等の情報機器などを有効に活用し，指導
の効果を高めるようにすること。

児童の身体活動の制限や認知の特性，学習環境等に
応じて，教材・教具や入力支援機器等の補助用具を
工夫するとともに，コンピュータ等の情報機器など
を有効に活用し，指導の効果を高めるようにするこ
と。

（５）見通しをもった学習活動の展開 （５）指導内容の精選等 （５）自立活動の時間における指導との関連 （５） 負担過重とならない学習活動

児童が場の状況や活動の過程等を的確に把握できる
よう配慮することで，空間や時間の概念を養い，見
通しをもって意欲的な学習活動を展開できるように
すること。

児童の言語概念や読み書きの力などに応じて，指導
内容を適切に精選し，基礎的・基本的な事項に重点
を置くなど指導を工夫すること。

各教科の指導に当たっては，特に自立活動の時間に
おける指導との密接な関連を保ち，学習効果を一層
高めるようにすること。

児童の病気の状態等を考慮し，学習活動が負担過重
となる又は必要以上に制限することがないようにす
ること。

（６）教材・教具やコンピュータ等の活用 （６） 病状の変化に応じた指導上の配慮

視覚的に情報を獲得しやすい教材・教具やその活用
方法等を工夫するとともに，コンピュータ等の情報
機器などを有効に活用し，指導の効果を高めるよう
にすること。

病気のため，姿勢の保持や長時間の学習活動が困難
な児童については，姿勢の変換や適切な休養の確保
などに留意すること。

※特別支援学校小学部・中学部学習指導要領 第2章第1節第1款

現行の各教科の指導計画の作成と内容の取扱いに係る配慮に関する規定
（視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱）
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１．特別支援学校に係る現状・課題
⚫ 小・中・高等部においては、特別支援学校学習指導要領において、総則
の第3節の３の（３）指導計画の作成等に当たっての配慮事項において、
特別支援学校独自の規定として、個別の指導計画の作成に際し、
• 児童生徒の障害の状態や特性及び心身の発達の段階等並びに学習
の進度等を考慮して、基礎的・基本的な事項に重点を置くこと

• 児童生徒が学習内容を確実に身に付けることができるよう、それぞれの
児童生徒に作成した個別の指導計画や学校の実態に応じて、指導方
法や指導体制の工夫改善に努めること。その際、児童生徒の障害の状
態等や学習進度等を考慮して、個別指導を重視すること

と規定するとともに、第４節の１ 主体的・対話的で深い学びの実現に向
けた授業改善において、小学校等と同様に、情報活用能力の育成を図る
ため、各学校において、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段
を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に活用した学習活動の
充実を図ること等が規定されている。

⚫ また、視覚障害、聴覚障害、肢体不自由及び病弱特別支援学校におい
ては、第2章第１節及び第２節のそれぞれ第1款において、各教科の指
導計画の作成と各学年にわたる内容の取扱いに当たって、小・中・高等学
校に準じつつも、障害の状態や特性及び心身の発達の段階等を十分に
考慮して指導に当たることが必要であることから、各教科全般にわたる基本
的な配慮事項について、各障害種ごとに５から６程度を定めている。また、
知的障害特別支援学校においては、第２款第２ 指導計画の作成と各
教科全体にわたる内容の取扱いにおいて、必要な配慮事項等を規定して
いる。

⚫ 幼稚部においては、総則において、幼児の障害の状態等に応じた適切な
指導を行うため、障害種ごとに配慮すべき事項を規定している。

⚫ 現状、障害種ごとに配慮事項を示してはいるものの、障害種共通的な観
点から示しているものや、実践知として積み上げてきた指導方法の工夫とし
て示しているもの、個々に応じた指導の手立ての検討に必要となる自立活
動の指導との関連の重要性を示しているものなどが混在しており、示す順
序等についても統一性はない。加えて、デジタル学習基盤の活用など、今
回の学習指導要領改訂の方向性を踏まえた検討も必要。

現状・課題
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検討の方向性

１．特別支援学校に係る検討の方向性
⚫ 前回（第7回）の本WGにおいて、総則の構成・記載の在り方として、教
育課程全体を通じて配慮すべき事項として総則の中で記載することについ
てご議論いただいた際、総則において教育課程全体を通じて配慮すべき
事項について規定するとともに、各教科においても必要な配慮事項を記載
する方向でご議論をいただいた。このことを踏まえ、

➢ 総則において、児童生徒の障害の状態等に応じた適切な指導を行う
ために、教育活動全般を通じて留意すべき基本的な考え方について、改
めて整理し規定してはどうか。具体的には、
✓ デジタル学習基盤の活用を前提として、障害の状態等を考慮した活
用に当たっての配慮すべき事項

✓ 自立活動の時間と各教科等との指導の関連に係る配慮すべき事項
について障害種共通的に記載するとともに、必要に応じて、障害種固
有の観点で特に留意すべき点についても記載することとしてはどうか。

➢ 視覚障害・聴覚障害・肢体不自由・病弱に係る事項として、障害の
状態等を踏まえつつ、各教科等の指導内容に係る適切な設定に関する
事項を規定するとともに、障害種固有の概念の形成や認知の特性、意
思疎通に関する事項を規定し、規定順についても整理することとしてはど
うか。その際、障害の状態等は児童生徒によって様々であることを前提と
した上で、多様な児童生徒に対して「個に応じた学習過程の充実」を促
し、児童生徒による学習の自己調整や教師による指導・学習環境の構
築に係る今回の改訂の方向性を踏まえつつ、記載を検討してはどうか。

➢ 幼稚部においては、上記の総則の規定の考え方を踏まえつつ、幼児の
発達の段階等を踏まえた規定を検討してはどうか。

⚫ 上記の配慮事項については、幼児児童生徒の障害の状態等を踏まえた
教師による指導上の配慮事項という位置付けとなる。各学校においては、
上記の配慮事項に加え、本人・保護者の意向を踏まえ必要がある場合に
は、学習者主語の視点に立ち、過重な負担のない範囲での合理的配慮
の提供に取り組むことが必要となる。そのため、上記の配慮事項と合理的
配慮の関係について、解説等でわかりやすく整理することが必要ではないか。



２．小・中・高等学校に係る現状・課題

⚫ 小・中・高等学校においては、障害のある児童生徒の障害
の種類や程度を的確に把握した上で指導を進める必要が
あるため、現行の学習指導要領において、教育課程編成
の基本的な考え方や個に応じた指導を充実させるための留
意事項等などの充実が図られた。特に、各教科等において、
指導計画の作成にあたっての配慮事項として、学習活動を
行う場合に生じる困難さに応じた指導内容や指導方法の
工夫を計画的、組織的に行うことが規定されている。

⚫ 一方、本WG第3回でも検討いただいたように、障害のある
児童生徒に対して、教師から見える表出した「困難さの状
態」への対応にとどまり、その背景にある「困難さが生じる要
因」に目が向けられないなどの課題も指摘されている。困難
さの背景に目を向けて指導するためには、障害種ごとの基
本的な知識や配慮等についての正しい理解と認識を深め
た子供理解が欠かせないが、小・中・高等学校においては、
特別支援学校とは異なり、障害種に応じた基本的対応や
配慮すべき事項等の考え方が学習指導要領等で示されて
おらず、それぞれの教師に委ねられている現状がある。

⚫ 特に、特別支援学級に在籍する児童生徒が急増している
状況を踏まえると、特別支援学級において、児童生徒の障
害の状態等に応じた指導の質の向上を図るためには、障
害種に応じた基本的対応や配慮すべき事項等の考え方を
示すことが必要ではないか。

⚫ また、通級による指導を受ける児童生徒も急増しており、
通級による指導を担当する教師のみならず、通常の学級に
おいて指導を担当する教師についても、障害のある児童生
徒の困難さの背景に目を向けて指導するためには、障害種
ごとの基本的な知識や配慮等についての正しい理解や認
識を踏まえるために、考え方を示すことが必要ではないか。

現状・課題
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検討の方向性
２．小・中・高等学校に係る検討の方向性
⚫ 小・中・高等学校における障害のある子供たちに対して、教師の障害に係る正しい理解や
認識の下、困難さの背景に目を向けた指導の実現を図るために、障害のある子供理解に
欠かせない障害種ごとの基本的な対応や教育活動全般にわたる主な配慮事項について、
示すこととしてはどうか。その際、学習活動を行う場合に生じる困難さに応じた指導内容や
指導方法の工夫に資する基本的事項として、共通的な配慮事項と障害種ごとの配慮事
項を示すこととしてはどうか。

⚫ これらの配慮事項は、特別支援学級に在籍する児童生徒や通級による指導を受ける児
童生徒（特別の教育課程を編成している児童生徒）の教育活動全般にわたる配慮事
項として示すとともに、重層的な指導・支援の考え方を踏まえ、通常の学級に在籍する障
害のある子供たちに対する障害の状態等を踏まえた指導内容や指導方法の工夫に取り
組む際に活用できるものとしてはどうか。（特に、特別支援学級や通級による指導を受け
る子供たちに対しては、全国的な教育水準の保障の観点から、その示し方についても併せ
て整理してはどうか）

⚫ 共通的な配慮事項としては、
✓  デジタル学習基盤（入出力支援装置を含む。）を活用すること
✓  障害のある子供と障害のない子供が共に学ぶ環境下における児童生徒の理解に関す
ること

✓ 個々に応じた環境調整を図ること
の観点から示してはどうか。

⚫ 障害種ごとに示すべき事項については、各教科等の学習を念頭に、文字等の情報処理の
過程や認知処理の観点として、
✓ 文字等の情報を得たり、それを活用して考えたりする上での配慮事項
✓ 考えたことを表出する上での配慮事項
✓ 環境調整等を含め、学校生活全般に係る留意事項
について示すこととしてはどうか。

⚫ 上記の配慮事項については、幼児児童生徒の障害の状態等を踏まえた教師による指導
上の配慮事項という位置付けとなる。各学校においては、上記の配慮事項に加え、本人・
保護者の意向を踏まえ必要がある場合には、学習者主語の視点に立ち、過重な負担の
ない範囲での合理的配慮の提供に取り組むことが必要となる。そのため、上記の配慮事項
と合理的配慮の関係についてわかりやすく整理し、示すことも必要ではないか。

⚫ また、小・中・高等学校における困難さの背景に目を向けた指導の具体化に向けて、障害
種ごとに、主な困難さに対する背景と指導に当たっての参考となる留意点について、参考
資料として示すこととしてはどうか（補足資料参照）



障害種ごとの教育活動全般にわたる配慮事項のイメージ（たたき台）
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１．共通的な配慮事項のイメージ
〇 個々の障害の状態や特性等に応じた学び方を踏まえ、デジタル学習基盤（入出力支援装置を含む）を効果的に活用し、障害のある児童生徒一人一
人の学びの充実を図ること。

〇 児童生徒の障害の状態や特性等について、周囲の理解を進め、児童生徒が互いを認め合い、支え合う人間関係に基づいて学習できるようにすること。
その際、教師の理解の在り方や指導の姿勢が児童生徒に与える影響に留意すること。

〇 障害のある児童生徒が十分に学習できるよう、個々の障害の状態や特性等に応じた学習環境を設定・調整すること。その際、発達の段階等を考慮し、
自己の状態の理解を促しながら、主体的に学習環境を整えられるように配慮すること。

２．知的障害者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 言語でのコミュニケーションが可能であっても、言葉の正確な意味理解が十分ではない場合もあることから、具体的な操作や行動を通して、児童生徒の理
解の状況を把握するとともに、教師の言語化によって意味付けたり価値付けたりすることで、学習の定着を図るようにすること。

〇 児童生徒が、状況や説明を的確に理解するための手段としてのみならず、試行錯誤しながら物事を思考、判断、表現するための手段としてもデジタル学
習基盤を有効に活用し、学習の効果を高められるよう配慮すること。

〇 指導の形態に関わらず、具体的に設定した指導内容のもと、児童生徒の発達と生活年齢の両側面を考慮し、生活に結び付いた具体的な活動を中心
に据えた学習環境で学習できるようにすること。

３．肢体不自由者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 肢体不自由に伴う上肢・下肢の運動・動作の個々の困難さを踏まえ、学習活動に適した姿勢を調整するとともに、書いたり、読んだりするために必要な
最適な補助具や補助的手段を用いて困難さの軽減が図られるようにすること。

〇 対象物を捉えたり、見え方の特性等による困難さを踏まえ、文字の大きさやフォント、図表などを見やすく調整するなど、デジタル学習基盤を活用し、学習
の効果を高められるようにすること。

〇 健康管理や学校生活全般における様々な困難さについて、児童生徒と事前に確認し、自分で対応することと、教師等に支援を求めて対応することなど
について検討し、主体的な学校生活となるようにすること。

４．病弱者及び身体虚弱者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 児童生徒の病気の状態等を考慮し、学習活動が負担過重となる又は必要以上に制限することがないようにすること。
〇 柔軟な対応が求められる場面や新しい活動場面において、行動の調整が難しい場合もあることから、安心できる環境のもと、意思を表出しやすい手段等
を児童生徒が主体的に選択できるようにすること。 

〇 病気の状態等により、登校して授業を受けることができず、学習の空白や不安感が生じる場合もあることから、遠隔教育を実施するなど、学びの継続や心
理的安定が図られるようにすること。
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５．弱視者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 視覚による情報収集に困難さが生じることを踏まえ、視覚補助具やデジタル学習基盤、触覚教材、拡大教材及び音声教材等各種教材の効果的な活
用を通して、見え方を考慮した指導方法を工夫するとともに、文字等の読み取りに要する時間の確保に留意すること。

〇 事物・事象を限られた情報や経験の範囲で曖昧に理解する場合があるため、触覚等も併用する能動的な学習活動を行いながら、言葉を正しく理解し、
事物・事象を的確にとらえられるよう配慮するとともに、児童生徒が自らの言葉で説明したり、書き表したりする機会を設け、その理解状況を確認すること。

〇 視覚情報が不足するために、環境の把握や状況判断に困難さが生じることを踏まえ、場の状況や活動の過程等を的確に把握できるよう配慮することで、
見通しをもって意欲的・主体的に活動できるようにすること。

６．難聴者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 話者の話し方や周囲の騒音によって音声の聴取が困難になることを踏まえ、話し方を工夫するとともに、補聴器や人工内耳に加えて補聴援助機器を活
用したり、手話、指文字等を活用したり、デジタル学習基盤等を用いて文字を提示したりすることにより、指導内容が確実に伝わるようにすること。

〇 音声の聴取や読字が可能であっても言葉の正確な意味理解が十分でない場合があることを踏まえ、児童生徒が自らの言葉で説明したり、文脈や生活
経験から推論したりする活動を設けて、その理解状況を確認すること。

〇 相手の言動や目の前の出来事について、断片的な理解に留まる場合があることを踏まえ、経緯を順序立てて振り返ったり、背景を確認したりして、他者の
意図や事象の全体像、事象相互の関係性を捉えられるようにすること。

７．言語障害者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 話すことに対する不安等が生じ得ることを踏まえ、児童生徒の表出を共感的に受け止めるとともに、発話の明瞭性や流暢性のみに偏らず、その内容や意
図を重視し、相互理解を大切にしながら安心して話すことができる環境を整えること。

〇 表出場面における成就感が学習意欲や自尊感情に影響することを踏まえ、音読や発表等の活動では、斉読等の複数名での実施やデジタル学習基盤
を活用した表現などの工夫を行い、自信をもって学習に参加できるようにすること。

〇 言語機能の基礎的事項の発達の遅れにより、語彙や文の理解、表出に困難が見られることを踏まえ、児童生徒の具体的な経験や興味・関心のある題
材と結び付けた言語活動を設けるとともに、視覚的な手掛かりや具体物を活用するなどの明示的な指導を通して語彙等の習得と活用を促すこと。

８．自閉症者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 児童生徒の認知の特性を把握し、視覚的に情報を処理することが得意な場合には、口頭指示だけでなく、絵カードや文字カード、写真などの視覚支援
の手立てを講じるなどして、児童生徒の理解を促し、見通しをもって学習にのぞめるようにすること。

〇 シンボルや文字盤、コミュニケーションアプリなどを有効に活用することで、児童生徒のコミュニケーションの困難さを補い、意思の的確な相互伝達が行われる
よう指導方法を工夫すること。

〇 聴覚過敏などの児童生徒の感覚の特性を把握し、苦手な感覚刺激を避けることができるように環境を調整することで、心理的に安定した状態で学校生
活を送ることができるようにすること。
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９．情緒障害者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 言語表出にこだわらず、身振りやうなずきなどによって意思を表すことができる場面を用意することで、児童生徒が自分から意思を表出したり、非言語的コ
ミュニケーションを図ったりできるようにすること。

〇 場所や場面の変化によって心理的に圧迫を受け、緊張が高まることで、適切な言動や意図したことができなくなってしまう場合があることから、事前の予告
や見通しをもてる手立てを講じることで、緊張や不安を緩和できるようにすること。

〇 心理面での不安定さから学習の積み上げが難しかったり、治療等により学習の空白が生じたりする場合もあることから、理解の状況を考慮した上で基礎
的・基本的な内容を確実に習得できるようにするなど、学習内容の定着が図られるようにすること。

10．学習障害者である児童生徒に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇 音のまとまりを捉えたり、文字を読んだり書いたりすることの困難さを踏まえ、文字だけに頼らず、音声読み上げや音声入力などのアクセシビリティ機能を活用
して、言語理解や表現を支えるようにすること。

〇 情報を一時的に保持しながら処理したり、作業を一定の速さで進めたりすることの困難さを踏まえ、困ったときに戻って確認できるように、カメラや画面分割
、再生速度調整等のアクセシビリティ機能を活用し、学習内容へのアクセスや表現の機会を保障すること。

〇 努力と結果の乖離や、学習の見通しが立ちにくいこと等を背景とした学習参加の困難さを踏まえ、安心して取り組めるように、スモールステップによる課題設
定や活動の流れや到達点の視覚化、活動時間の弾力的な運用を行うなどして学習環境を整え、自己肯定感を高められるようにすること。

11．注意欠陥多動性障害者に対する教育活動に際しての配慮事項のイメージ
〇一時的に理解はできるが、記憶の保持や注意の持続に困難さがあることを踏まえ、本人が自分の状況を理解しようとしている姿勢や努力を認めつつ、デジ
タル学習基盤を活用した教材教具の工夫により、内容理解を支え、安心して課題に取り組めるようにすること。

〇 これまでの学習経験から、課題への不安や自信の低下を抱きやすいといった困難さを踏まえ、学習への見通しが明らかになるよう、スモールステップによる課
題設定等の工夫により、自信を回復し、安心して課題に取り組めるようにすること。

〇 周囲の騒がしさや刺激の多い環境により注意の維持が難しいといった特性による困難さを踏まえ、環境との関係を前提として、落ち着きのある環境設定と
話し手を意識した自発的な行動が生じるような具体的な言葉がけにより、安定して話を聞く経験を重ね、自己肯定感の向上を図ること。
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交流及び共同学習、センター的機能、
少人数化・小規模化への対応について



「交流及び共同学習」について

【事例１】音楽の演奏等を通じた交流及び共同学習
○小学校５年生と特別支援学校（知的障害）
○総合的な学習（５時間）

【事例２】大玉転がし等を通じた交流及び共同学習
○中学校１～３年生と特別支援学校（知的障害）
○総合的な学習（４～６時間）

◆ 交流及び共同学習は障害のある子供と障害のない子供が一緒に参加する活動であって、以下の両面を分かちがたいものとして捉え、推進していくことが
必要
• 相互の触れ合いを通じて豊かな人間性を育むことも目的とする交流の側面
• 教科等のねらいの達成を目的とする共同学習の側面

◆ 実施に当たっては、それぞれの子供が、授業内容が分かり学習活動に参加している実感・達成感をもちながら、充実した時間を過ごしていることが重要。

交流及び共同学習ガイド（平成31年3月文部科学省）より

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

第１章第５ 学校運営上の留意事項

２ 家庭や地域社会との連携及び協働と学校間の連携

イ 他の小学校や、幼稚園、認定こども園、保育所、
中学校、高等学校、特別支援学校などとの間の連
携や交流を図るとともに、障害のある幼児児童生
徒との交流及び共同学習の機会を設け、共に尊重
し合いながら協働して生活していく態度を育むよ
うにすること。

第16条第3項 国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学
習を積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しなければならない。

障害者基本法（昭和45年法律第84号）

小学校学習指導要領

第１章第６節 学校運営上の留意事項

２ 家庭や地域社会との連携及び協働と学校間の連携

⑵ 他の特別支援学校や、幼稚園、認定こども園、保育所、小学校、中学校、
高等学校などとの間の連携や交流を図るとともに、障害のない幼児児童生徒
との交流及び共同学習の機会を設け、共に尊重し合いながら協働して生活し
ていく態度を育むようにすること。

特に、小学部の児童又は中学部の生徒の経験を広げて積極的な態度を養い、
社会性や豊かな人間性を育むために、学校の教育活動全体を通じて、小学校
の児童又は中学校の生徒などと交流及び共同学習を計画的、組織的に行うと
ともに、地域の人々などと活動を共にする機会を積極的に設けること。

○５年生の総合的な学習の時間で、規範意
識・命の尊重・ちがいの尊重と認め合いの
学習を行う中で、音楽の演奏等を通じた交
流及び共同学習を実施

○特別支援学校の生徒とスポーツを共
に行うことで、障害のある生徒の立場
で物事を考えることを学び、障害者へ
の理解を深める
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《特別支援学校》 交流及び共同学習（学校間交流）の実施状況

※ 令和６年文部科学省特別支援教育課調べ
令和６年５月１日時点で在籍している小学部第６学年児童、中学部第３学年生徒、高等部第３学年生徒について、令和
６年度の１年間に参加を予定している学校間交流（障害のない幼児児童生徒との交流及び共同学習のうち、特別支援学
校と小・中・高等学校が学校間で連携して行うもの）の回数別に、児童生徒の人数を聞いたもの。

＜障害種別 小・中・高等部合計＞ ＜学部別合計＞

41.6

30.6

46.8

35.3

68.1

45.6

22.4

26.7

25.0

25.5

16.9

24.9

26.9

32.8

22.8

35.0

14.2

24.2

6.1

5.8

3.2

3.1

0.8

3.2

3.0

4.1

2.1

1.1

2.0

視覚障害者を

対象とする学級

聴覚障害者を

対象とする学級

知的障害者を

対象とする学級

肢体不自由者を

対象とする学級

病弱・身体虚弱者

を対象とする学級

計

①参加予定がない ②年1回 ③年2～3回 ④年4～6回 ⑤年7回以上

33.1

41.4

52.8

27.6

26.9

22.8

33.0

27.9

18.8

4.3

3.2

2.8

1.9

0.5

2.8

小学部

中学部

高等部

①参加予定がない ②年1回 ③年2～3回 ④年4～6回 ⑤年7回以上

（％） （％）

（n=361人）

（n=862人）

（n=32,024人）

（n=4,113人）

（n=882人）

（n=38,242人）

（n=7,853人）

（n=10,379人）

（n=20,010人）
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１．交流及び共同学習について
（特別支援学校における交流及び共同学習）
⚫ 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒に係る交流及び共同
学習については、特別支援学校学習指導要領の総則において、
障害のない幼児児童生徒との交流及び共同学習の機会を設け
ることを規定するとともに、特別活動において、小・中・高等学校の
児童生徒との交流及び共同学習を行うこと等の規定が設けられ
ている。他方、
✓ 学校間交流について、学校段階が上がるにつれて、参加予定
がない児童生徒の割合が高くなる状況があること

✓ 居住地校交流について、学級によって参加の状況が異なること
✓ 近隣の学校と交流及び共同学習の充実に向けた学校間の連
携体制を構築している学校も一部にとどまっていること

が明らかとなっている。

⚫ 文部科学省では、交流及び共同学習を発展的に進め、特別支
援学校と小・中・高のいずれかを一体的に運営する「インクルーシ
ブな学校運営モデル事業」を令和６年度から実施しており、日常
的な交流を促すとともに、各教科等のねらいの達成を意識した交
流及び共同学習に取り組んでいるが、特別支援学校と小・中・高
の双方の教育課程に位置付け、年間を通して計画的・継続的に
交流及び共同学習を実施している学校の割合は一部にとどまって
いる現状もある。異なる目標・内容の下での教科等における交流
及び共同学習の計画的・継続的な実施には、双方の学校間で
の丁寧な調整が必要となる現状がある。

(幼・小・中・高等学校における交流及び共同学習）
⚫ 幼・小・中・高等学校については、総則において、障害のある幼児
児童生徒との交流及び共同学習の機会を設けることや、特別活
動において、障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習の
機会を通した活動の充実に関する規定が設けられている。他方、
第5回WGでも検討したように、小・中学校の特別支援学級に在
籍する児童生徒が、教科等の学習の多くの時間について交流及
び共同学習として交流先の通常の学級で行っている学校があり、
本来の交流及び共同学習の趣旨とは異なる運用が行われている
状況も一部に見受けられる。

現状・課題
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検討の方向性
１．交流及び共同学習について
（特別支援学校と幼・小・中・高との交流及び共同学習）
⚫ 特別支援学校と幼・小・中・高等学校が交流及び共同学習を進めるに当たっては、
解説等でこれまでも示されてきたように、学校間・教師間での連携体制がその基盤とな
るものであり、学習指導や生徒指導のための連絡会の開催、合同の研究会や研修会
の開催等を通じた連携体制の構築を図り、その上で、学校同士・児童生徒間での交
流を積み重ね、協働的な学びにつなげていくことが必要である。他方、学校同士での
連携体制の構築には限界もあり、都道府県教委等が主導して、市区町村教委と連
携しながら、連携・交流体制の構築を各地域で図ることが期待されるのではないか。

⚫ 特別支援学校と小・中・高のいずれかを一体的に運営する学校モデルの構築に取り
組むなど、年間を通した計画的・継続的な交流及び共同学習の実現に向け、国にお
いては、各地域における学校モデルの取組の深化に向けた更なる施策を進めるとともに、
都道府県教委等においても、先導的に取り組むことが期待される。異なる目標・内容
の下での教科等における交流及び共同学習に取り組むためには、双方の学校間での
丁寧な調整に取り組むことが不可欠である。これらの交流及び共同学習を円滑に進
めるためのポイント等については、交流及び共同学習ガイドにおいて、改めて明らかにし
てはどうか。

（幼・小・中・高等学校における交流及び共同学習）
⚫ 幼・小・中・高等学校における交流及び共同学習については、
✓ 通常の学級に障害のある児童生徒も数多く在籍しており、共生社会を生きる人
間として、相互に正しい理解と認識を深めることが期待されること、
✓ 特別支援学級の子供たちが通常の学級の子供たちとの交流及び共同学習を通
じた協働的な学びを進めることで、周囲の子供たちと共に育つ中での成長が期待され、
また、相互理解や認識が深まることが期待されること
✓ 特別支援学級に在籍する子供たちが必要な配慮を受けることなく多くの時間を通
常の学級で学んでいる場合には、学びの場の変更を検討すべきであること
これらの趣旨を解説や交流及び共同学習ガイド等において改めて記載してはどうか

（特別活動における交流及び共同学習）
⚫ 第５回特別活動WGにおいて、特別活動が、学級経営とも相まって、重層的な指
導・支援の第１層における「多様性・包摂性を尊重した生活づくり」の教育課程上の
「核」を担うものであること、交流及び共同学習について、学校行事や学級活動をはじ
めとする特別活動においても一層重視することが議論されており、特別活動に関する
取組事例についても、交流及び共同学習ガイドの更なる充実の中で取り上げることと
してはどうか。



特別支援学校のセンター的機能の強化について

特別支援学校におけるセンター的機能の主な内容

文部科学省の取組

〇 特別支援学校のセンター的機能強化にかかる教職員の加配定数の措置数（令和８年度予算）
小・中学部設置校  ：651人
高等部単独設置校：  50人

教員への支援

特別支援学校

本人・保護者への
情報提供

乳幼児教育相談

幼稚園・小・中・高等学校等においても特別な教育的支援を必要とする児童生徒が増加している中、特別支援学校には、その専門性
を活かし、センター的機能を発揮することが求められる（学校教育法第74条に規定）。
具体的な取組内容としては、
➢ 小・中・高等学校の教員への支援・研修協力
➢ 小・中・高等学校に通う子供やその保護者への相談機会や情報の提供
➢ 特別支援学校の教員による通級による指導の実施（弱視や難聴など該当する障害種別の通級による指導が小・中学校等で行わ

れていない場合等）
➢ 乳幼児教育相談
等が挙げられる。
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特別支援学校小学部・中学部学習指導要領
第１章第６節 学校運営上の留意事項 ３

小学校又は中学校等の要請により，障害の
ある児童若しくは生徒又は当該児童若しく
は生徒の教育を担当する教師等に対して必
要な助言又は援助を行ったり，地域の実態
や家庭の要請等により保護者等に対して教
育相談を行ったりするなど，各学校の教師
の専門性や施設・設備を生かした地域にお
ける特別支援教育のセンターとしての役割
を果たすよう努めること。その際，学校と
して組織的に取り組むことができるよう校
内体制を整備するとともに，他の特別支援
学校や地域の小学校又は中学校等との連携
を図ること。

特別支援学校においては、第72条に規定する目的を実現するための教育を行うほか、幼稚
園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、第81条第
１項に規定する幼児、児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努めるもの
とする。

学校教育法第74条

障害のある児童などについては，特別支
援学校等の助言又は援助を活用しつつ，個
々の児童の障害の状態等に応じた指導内容
や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に行
うものとする。

小学校学習指導要領 第１章第４の２
特別な配慮を必要とする児童への指導 ⑴のア

【参考】特別支援学校のセンター的機能（規定等）

平成17年12月の中央教育審議会答申「特別支援教育を推
進するための制度の在り方について」において示された、特別支
援学校のセンター的機能の６項目
① 小・中学校等の教師への支援機能
② 特別支援教育等に関する相談・情報提供機能
③ 障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能
④ 医療、福祉、労働等の関係機関等との連絡・調整機能
⑤ 小・中学校等の教師に対する研修協力機能
⑥ 障害のある幼児児童生徒への施設・設備等の提供機能

解説 P.302～ 参照

7/1

企画追加
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66.8%

16.4%

16.7%

支援を受けている

支援を受けていない

支援を受ける必要がない

特別支援学校のセンター的機能の活用に関する状況

小学校（公立）

①特別支援学校のセンター的機能による支援を受けている割合（学校種別）

63.3%
17.5%

19.2%

支援を受けている

支援を受けていない

支援を受ける必要がない

中学校（公立）

44.7%

15.3%

40.0%

支援を受けている

支援を受けていない

支援を受ける必要がない

高等学校（公立）

②センター的機能による支援を受けている場合の
具体的内容（小・中・高等学校計）※複数回答可

小・中学校等の教師への支援 54.7%

特別支援教育等に関する相談・情報提供 79.2%

障害のある幼児児童生徒への指導・支援 53.1%

医療、福祉、労働等の関係機関等との連絡・調整 14.9%

小・中学校等の教師に対する研修協力 37.0%

障害のある児童生徒への施設設備等の提供 10.4%

③センター的機能による支援を受けていない場合の
理由（小・中・高等学校計）

①

31.0%

②

39.8%

③

2.1%

④

27.0%

①センター的機能を活用できるこ

とを知らなかった

②要請方法が分からないなど、手

続き面に課題があった

③要請先の特別支援学校から対

応してもらえなかった

④要請できる特別支援学校が近

くに設置されていなかった

（令和７年度文部科学省特別支援教育課調べ）
※本数値は集計途中の暫定値であり、今後変更される可能性がある。

※本グラフの作成に当たり、「その他」との回答があった
学校については、母数から除いている。

15



２．センター的機能の充実について
⚫ 幼・小・中・高等学校等において特別な教育的支援が必要な子供たちが
増加する中、特別支援学校にはその専門性を生かし、センター的機能を
発揮することが求められている。幼・小・中・高の学習指導要領総則にお
いても、「特別支援学校の助言又は援助を活用しつつ」と規定されている。

⚫ 具体的には、
✓ 小・中・高等学校の教員への支援・研修協力
✓ 小・中・高等学校に通う子供や保護者への相談機会や情報の提供
✓ 特別支援学校の教員による通級による指導の実施（弱視や難聴など
該当する障害種別の通級による指導が行われていない場合）

✓ 乳幼児教育相談
などの取組が進められている。

⚫ 現在、多くの都道府県において、特別支援学校のセンター的機能による
支援体制が構築されており、公立小・中学校においては、それぞれ６割以
上の学校で支援を受けている状況があるが、支援を受けることができてい
ない学校も一部に見受けられる。支援を受けていない場合の理由として、
センター的機能の活用を知らない、手続面の課題が指摘されている。

⚫ また、支援の内容について、特別支援教育に関する相談や情報提供、教
師への支援について多くの学校で取り組まれている一方で、関係機関との
連携・調整や、小・中・高校の教師に対する研修協力については一部の
学校にとどまっている状況がある。

⚫ 特に、小・中・高に弱視や難聴の子供たちが在籍している場合、専門的な
指導が求められる一方で、学校側の体制の確保が課題であり、特別支援
学校による支援がより求められる状況がある。

３．小規模化・少人数化が進む特別支援学校への対応について
⚫ 地域によっては、視覚障害や聴覚障害に係る特別支援学校を中心として、
在籍する幼児児童生徒数の減少に伴う学校の小規模化・少人数化が
進んでいる状況がある。これらの学校においては、主体的・対話的で深い
学びの実現や、協働的な学びを進めるに当たって、小規模化・少人数化
が大きな課題となっており、こういった状況下における教育の質の維持・向
上を図ることが必要となっている。

現状・課題
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検討の方向性

２．センター的機能の充実について

⚫ 幼・小・中・高等学校において、一人一人の障害の状態等に的確に対応
した指導を実現するためには、各学校の校内委員会を中心とした組織的
な対応を図ることが必要であり、その際、特別支援学校によるセンター的
機能を活用した取り組みも重要である。そのためには、
✓ 小・中・高等学校学習指導要領の総則にセンター的機能の活用に係
る規定が設けられているものの、解説において、具体的な活用場面に
即した記載がなされておらず、センター的機能を活用して考えられる取
組について具体的に記載することなどを検討してはどうか

✓ 特別支援学校には、特別支援教育に関する相談や情報提供、教師
への支援のみならず、小・中・高等学校の教師への研修協力や、医療、
福祉、労働等の関係機関等との連絡・調整についても期待される旨や、
特別支援学校によるアウトリーチ的な取組も期待される旨、特別支援
学校の解説等において記載してはどうか。

✓ 併せて、小・中・高等学校において体制整備が課題となる弱視や難聴
などの子供たちが在籍している場合には、視覚障害や聴覚障害の特
別支援学校が確実に域内の弱視や難聴の子供たちへの支援体制を
構築することが期待されている旨も特別支援学校の解説等で記載して
はどうか。

✓ 一方、障害のある乳幼児に対して、障害の早期発見と早期支援を進
めていくことも必要であり、特に視覚障害や聴覚障害の乳幼児に対す
る支援において、特別支援学校が担う役割はこれまで以上に期待され
ていることから、特別支援学校の解説において、乳幼児教育相談の充
実についても言及を図ってはどうか。

３．小規模化・少人数化が進む特別支援学校への対応について

⚫ 小規模化・少人数化が進む中においても、充実した教育活動に取り組む
ために、近隣の学校との共同学習を積極的に実施する学校や、離れた地
域の学校との遠隔合同授業に取り組む学校がある。また、少人数ならで
はの状況を踏まえ、地域の教育資源を積極的に活用する学校もある。小
規模化・少人数化が進む学校において教育の質を確保する観点から、参
考となる事例等について、国において示してはどうか。
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